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長崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について

臼)策定の背景

人,口減少対策及び地方創生の推進にあたり、平成28(2016)年3月に策定した長崎市

まち・ひと・しごと創生「長期人ロビジョン」及び「総合戦略」においては、自然動態

及ぴ社会動態に関する目標を掲げ、'特定戦略と4つの基本目標からなる基本戦略に基づ

く施策を推進している。

令和元年6月、国においては、まち・ひと・しごと創生基本方針2019を閣議決定し、

この基本方針に沿って、第2期(令和2~6年度(2020~2024年度・))に向けた検討を

行い、年内に第2期「総合戦略」を策定することが示されている。

また、地方においても、、地方創生の充実・強化に向け、切れ目ない取組みを進めるた

め、まち・ひと・しごと創生法第10条に基づきL 国の「総合戦略」を勘案.し、総合戦略

を策定するよう求められている。

このため、長崎市の人口減少の現状や最新の実情などを踏まえるとともに、.現戦略の

評価を行ったうぇで、令和元年度内に改訂を行うもの。

【図 1】第1期総合戦略(平成27~令和元年度(2015~2019年度))の構成

国まち・ひと・しごと創生総合戦略 是崎市まち・ひと・しごと創生謡合戦略
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(2)人口の現状
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ウ合計特殊出生率の推移
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オ人口減少継続の主な要因

0子育て世代を中心とした働く世代の転入者の減少。

0近隣自治体への子育て世代の転出の継続。

0平成30年は、30代の転出超過が拡大。

0東京圏・福岡県への転出超過が継続。

0平成30年は、中国地方の広島県や山口県、九州では、熊本県、大分県へ転出超過

が拡大。

0平成26年から平成30年(2014~2018年)の法人市民税申告における従業者数は

全体で約3,000人増えているものの、本店が市外にある資本金1億円以上法人の市

内事業所の従業者数は約3,300人減少。

0自然動態の指標である合計特殊出生率は改善傾向であるが、若い世代の・転出超過に

よる子育て世代の減少等によって出生数は減少。

ぞ

(3)第2期長崎市まち・ひと・しご.と創生総合戦略

ア人口減少対策の基本的考え方

現在の長崎市の状況は、少子化の進行、さら.には.、子育て世代を中心とする若い世

代の転出の拡大.や転入の減少が継続することによって、10年から20年の長期的にみ

ても、さらに少子化が進行し、人口減少に歯止めがかからないことが懸念される危機

的状況にある。

これらの課題に的確に対応するためには、「進学」「就職」「結婚」「子育て」などの

ライフステージごとに、長崎市が若い世代に選ぱれるまちである必要がある。

この「若い世代に選ぱれる魅力的なまち」というめざすべき姿の実現のため、短期

的に効果が望める施策にっいては、スピード感をも.つて実行に移すことはもとより、

「結婚、妊娠、出産」な・ど、出生数の維持・向上に資する長期的な視点での「自然減
対策」と、生活の糧を得る「仕事」に着目した、若い世代の転出超過陣云出増と転入
減)に歯止めをかける中期的な視点での「社会減対策」に取組む。

さらに、自然減・社会減対策の両面に資する「子育て」「住まい」「教育」T楽しさ

(文化イスボ」ツ、娯楽)」'など、定住.にっながる取組みを集中的に展開する。

また、入口が緩やかに減ったなかでも「誰も.が暮らしやすいまち」であることも

重要であることを踏まえイ人口減少社会へ対応する仕組みの構築も併せて行う。

以上の観点を踏まえ、・今後、.第2期長崎市まち!ひと!'しごと創生総合戦略におけ

る政策目標'や具体的施策・取組みの検討を進める。
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イ人口の展望
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ウ第2期総合戦略に向けて

基本目標A 経済を強くレ、橿用をつくる

地場産業姻合)の強化
地場産業(食)の強化
農林水産業の活性化
商業を中心としたサーピス業への支援
創業の支援

基本・目、標B 新レいひとの流れを,つくる

01

U1コターン者への雇用の確保
農林水産業への就業促進
住まいに関する支援

;1 、

基本目標C安じして子どもを生み背r、子ど勧催^こ青需右をコi姦il

中小企業の経営基盤の強化
労働環境の改善
地元脚哉・j^に向ιサ餌所且み
企業誘致の推進

若い世代の経済的安定
緒婚、妊娠、出産の支援

、基本目標D、将来を見据えたまちの基盤としくみをつくる,

,、ーヅ入

那
:[

ふるさと長崎を愛する心の醸成
地域コミユニティの活陛化
コンパウトな都市づくりと周辺等の

交通ネットワークの形成

長崎で薯らす魅力の発信
長崎で学ぶ魅力の向上

、

第2期総合,戦略の基本目標及U特定戦略,ごとの
施策検討に向けた考えられる視点(案).

0地元企業の魅力発信の強化(Uターン対策含む)
0先端技価を含哲多様な業種の企業の増加

゜労働環兄(三六旦支援1若者のスタートワ、、プ支援含哲)
0基幹産業の蓄積を生かUた新分野への進出

1 特定戦略「交流の産業化」による長崎創生

1,

1●

1●

1●

0外国人観光客の誘致
OM I.CEの誘致
0交流のエリア拡大
.ODM0の確立

1 0剛0■受入態勢の強化0新幹線開業に向けた取組みの強化

、」
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学校教育の充実

、」
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゜子びの1切夛貞'碕で暮一す魅力の発信)
0移住希望者のサポート強化
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(スマートシティ)
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広域連携の1佳進

0資源の磨き上げ
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0陸・海・'空の玄関口の整備
0観光客受入のための

自主財源の確保
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0閏係人口の創出・拡大

0医療.教育0保育に係る負担をみん恋で支える
0子育てに係る心身の負担をみんなで支える
0多様な主体による子育ての推進
0妊娠.出産から学齢期までの「時問の仞れ自のない支援」の充実
0地域や商店街、職場など、「場所の仞れ目のない支援」の充実

゛」

交流を支える都市の基盤整備
交流の産業化を進める体制づくり

0地域の力でまちづくのを進める
0コンパクトで暮らしやすいまちをつくる
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工 計画期間

策定体制オ

令和2~6年度(2020~2024年度)

総務委員会所管事項調査で審議

と'

■匡

ノノ'
.、

報告

意見
「ー、ー'

・骨子(将来展望、基本目標、施策の基本的
方向)の策定

・総合戦略の策定

气ミ
、、、

産業界'教育機関、行政機関、'金融機関、労働
団体、メディア、士業等の委員で調査審議

.▲

"J'ー

1 尾'

厘

'七、

J^

^

報告

厘意識誤査

【結婚・'妊娠
長崎市内に居住する20歳以上的歳以下の男女

【転出者に関する意識調査(H30.12)1
平成29年度中に県外に転出し、平成30年度に19歳~35歳に到
達した者

【移動者アンケート(RI.フ~12)】
平成26年度以降に転出・転入した世帯

対急者=転出22ρ00世帯、転入10ρ00世帯

【大学生、高校生の就職に関する意識調査】
県において結果集約中

゛^

・、人口減少の現状及び前回の総合戦略の取組

みを踏まえて、骨子(将来展望、基本目標、
施策の基本的方向)を検討

・骨子に基づく具体的取組みの検討

意見

出産・・子育てに関する意識調査(H30.12)】

'.、

'イ,'ー,、
1 '、ζSI、:
ι'^
L^

戦略に反映

二潮

ーー

' F

■鬮別ヒアリング

産学官金労言士等の各団体、
学生、子育て世帯などを対象
に個別にヒアリング

■バブリックコメント

素案を公表し、市民の意見を幅
広く募集【R1年12月予定】
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第1期の検証及び1
第2期骨子の検討4部会で検討)

ち・ひ

創
略審

・.の検証及ぴ第2期に向けた
・意見聴取

議会 第2期に向けた説明1
●一ーーー^、

"係団体 関係団弥ヒアリング
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2 地域コミュニティの取り組み状況について

( 1 ) これまでの経過

年度

平成飴年度

平成24年度

"地域コミュニティのしくみづく'りプロジェクトにおいてしくみづくり

の方向性の検討開始

平成26年度

地域コミュニティあり方委員会の設置("24~26年度)

地域コミュニティ活性化事業(H24~26年度)

平成27年度

.地域コミュニティあり方委員会からL 地域の取り組みの方向性及び長

崎市の支援策の方向性について報告書提出

・地域での勉強会等の開催支援(H26年度~)

取組状況

9

・地域コミユニティ推進審議会の設置

.地域活動の担い手等人材育成等の講座の開催'(H27年度~)

平成28年度

"地域を支えるしくみ(地域コ.ミュニティのしくみづくり、サテライト機

能の再編成)の基本的な考え方にっいて、市長による地域説明会開催

(11月~12.月、市内 10 ブロック)

・地域コミュニティのしくみの素案作成

・地域コミュニティ連絡協議会設立及びまちづくり計画策定に向けた話

し合いの場づくり開催支援

・2月議会総務委員会において所管事項報告

平成29年度

・地域を支えるしくみの素案について、市長にょる地域説明会開催

(4月~6月、市内 1フブロック)

・'小学校区ごとの地域説明会開催

(H29年6月~H30年7月、 69 小学校区)

・地域コミュニティ推進審議会において意見聴取

(全体会4回、.部会3 回)

・地域ニミュニティ連絡協議会設立及びまちづくり計画策定に向けた話

し合いの場づく'りの開催支援

・9月、Ⅱ月及び2月議会総務委員会において所管事項報告

平成30年度

f

・議会からの意見を踏まえ、モデル事業の実施及び検証

・地域づくり'人口減少対策特別委員会(6月、8月)において説明

・平成31年3月「長崎市地域におけるまちづくりの推進に関する条例」

施行



( 2 ) 地域コミュニティ連絡協議会設立にっいての各地区の進捗状況

区分

ア 地域コミュニティ

連絡協議会設立済み地区
11 地区

協議会名

式見

ダイヤランド

土井首

小学校、

式見

深堀

南長崎

茂木

土井首

横尾

式見地区連合自治会

南陽

(RI.8.23時点)

西北

ダイヤランド連合自治会

深堀

自治会

蚊焼

茂木

土井首地区自治連合会

,

野母崎樺島

イ

横尾

西町

深堀地区連合自治会

設立準備委員会

設立済み地区
12地区

西北

茂木校区連合自治会

戸町

蚊焼

横尾連合自治会

野母崎

西北校区自治連合会

西町

蚊焼町連合自治会

戸町

野母崎樺島連合自治会

北陽

西町校区連合自治会

香焼

ウ

戸町地区連合自治会

福田

準備委員会設立に向けて
検討している地区
27・地区

滑石北陽校区連合自治会

大園

香焼地区連合自治会

晴海台

工

福田地区自治会連合会

西城山

検討に.至つていない地区
27 地区

大園地区連合自治会

高尾

晴海台自治会

野母崎

西城山校区連合自治会

仁田佐古

高尾校区連合自治会

池島

野母地区連合自治会

仁田・地区連合自治会

橘

池島町郷自治会・池島町公営住宅
自治会・池島町港自治会

高島町自治会連合会

橘小学校区自治会連合会

10

高島



.

(3)検討に至っていない地区への対応策

地域コミュニティ連絡協議会の設立に向けた検討に至っていない地区においては、人口減
少や高齢化による担い手不足などの様々な課題や状況によ.り、協議会設立に向けた検討に至

つていなし寸也区もある。そのような地区については、今年度中に、地区の実情の把握や人材

の掘り起こし等を内容とする支援計画を地域コミュニティ推進室、総合事務所、地域センタ

ーが連携して策定する。

支援計画に記載する主な項目

項目

地区の概要

人口統計

小学校通学区域

経過と現状

問題点

地区内の主な団体

广

施設の状況

人口総数及び世帯数、年齢層別の人口

しくみに係る説明会

等の経過

支援方針

協議会を構成する際の小学校の通学区域

協議会設立に向けた

地区の現状・問題点

区域内の主な地域活動団体

内・容

支援の方向性

区域内のコミュニティ活動施設

スケジュール

これまでの説明会や協議の状況

しくみ1.こ関する地区への周知の状況、既存の団体

の活動状況等

具体的な支援の内容

支援スケジュール

"


